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報告第 １ 号 

 

狛江市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和７年３月31日に次のとおり専決処分したので、同条第３項の規

定により、これを報告し、承認を求める。 

 

令和７年５月14日 

 

報告者  狛江市長 松原 俊雄   

 

専 決 処 分 書 

 

 特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので、地方自治法第179条第１項の規定により、

狛江市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。 

 

   令和７年３月31日 
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報告第 １ 号別紙 

 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

 

狛江市税条例（平成３年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（種別割の税率） （種別割の税率） 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税

率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税

率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 原動機付自転車 (１) 原動機付自転車 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6

キロワット以下のもの（ウ及びオに掲げるものを除く。）

年額 2,000円 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6

キロワット以下のもの（エに掲げるものを除く。）

年額 2,000円 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リ

ットル以下のもの（ウに掲げるものを除く。）又は定格出

力が0.6キロワットを超え0.8キロワット以下のもの 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リ

ットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワットを超え0.8

キロワット以下のもの 

年額  2,000円 年額  2,000円 

ウ 二輪のもので、総排気量が0.125リットル以下かつ最高

出力が4.0キロワット以下のもの                             

年額 2,000円 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

エ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの

（ウに掲げるものを除く。）又は定格出力が0.8キロワッ

トを超えるもの                        

年額 2,400円 

ウ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの又

は 定 格 出 力 が 0.8 キ ロ ワ ッ ト を 超 え る も の

年額 2,400円 

オ （略） エ （略） 

(２)・(３) （略） 

 

(２)・(３) （略） 

 

（種別割の減免） （種別割の減免） 
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改 正 後 改 正 前 

第89条 （略） 第89条 （略） 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納

期限までに当該軽自動車等について、減免を受けようとする税

額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納

期限までに当該軽自動車等について、減免を受けようとする税

額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 原動機の総排気量又は定格出力（第82条第１号ウに掲げ

る原動機付自転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出

力） 

(５) 原動機の総排気量又は定格出力 

(６)～(８) （略） (６)～(８) （略） 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（身体障害者等に対する種別割の減免） （身体障害者等に対する種別割の減免） 

第90条 （略） 第90条 （略） 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者

は、納期限までに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和24

年法律第283号）第15条の規定により交付された身体障害者手

帳（戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４条の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳

の交付を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。

以下この項において「身体障害者手帳」という。）、厚生労働

大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下この項に

おいて「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条の規定により

交付された精神障害者保健福祉手帳（以下この項において「精

神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路交通法（昭和35年

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者

は、納期限までに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和24

年法律第283号）第15条の規定により交付された身体障害者手

帳（戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４条の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳

の交付を受けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。

以下この項において「身体障害者手帳」という。）、厚生労働

大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下この項に

おいて「療育手帳」という。）又は精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条の規定により

交付された精神障害者保健福祉手帳（以下この項において「精

神障害者保健福祉手帳」という。）及び道路交通法（昭和35年
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改 正 後 改 正 前 

法律第105号）第92条の規定により交付された身体障害者若し

くは身体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等

（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介

護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」と

いう。）又はこれらの者の特定免許情報（同法第95条の２第２

項に規定する特定免許情報をいう。次項において同じ。）が記

録された免許情報記録個人番号カード（同法第95条の２第４項

に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項において

同じ。）を提示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添付して、

提出しなければならない。 

法律第105号）第92条の規定により交付された身体障害者又は

身体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体

障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護する

者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」とい

う。）又はこれらの者の特定免許情報（同法第95条の２第２項

に規定する特定免許情報をいう。）が記録された免許情報記録

個人番号カード（同条第４項に規定する免許情報記録個人番号

カードをいう。）を提示するとともに、次の各号に掲げる事項

を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添

付して、提出しなければならない。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示し

た時は、当該免許情報記録個人番号カードに記録された特定免

許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） 

 

４ （略） 

 

付 則 

 

付 則 

 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ （略） 第10条の２ （略） 

２～15 （略） ２～15 （略） 

16 法附則第15条第36項に規定する市の条例で定める割合は、３

分の２とする。 

16 法附則第15条第37項に規定する市の条例で定める割合は、３

分の２とする。 

17 法附則第15条第37項に規定する市の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

17 法附則第15条第38項に規定する市の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

18 法附則第15条第40項に規定する市の条例で定める割合は、３18 法附則第15条第41項に規定する市の条例で定める割合は、３
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改 正 後 改 正 前 

分の１とする。 分の１とする。 

19 法附則第15条第41項に規定する市の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

19 法附則第15条第42項に規定する市の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

20・21 （略） 

 

20・21 （略） 

 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第10条の３ （略） 第10条の３ （略） 

２～13 （略） ２～13 （略） 

14 市長は、法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンシ

ョンに係る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提

出がなかった場合においても、マンションの管理の適正化の推

進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の２第１項に

規定する管理組合の管理者等から法附則第15条の９の３第２項

に規定する期間内に施行規則附則第７条第17項各号に掲げる書

類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則第15条の

９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用することが

できる。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿_ 

15 （略） 14 （略） 

16 （略） 

 

15 （略） 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の狛江市税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の固定資産税及び軽自動車税の種別割について適用し、

-8-



令和６年度分までの固定資産税及び軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）の施行に伴い、所要の改正を行うた

め。 
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報告第 ２ 号 

 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和７年３月31日に次のとおり専決処分したので、同条第３項の規

定により、これを報告し、承認を求める。 

 

令和７年５月14日 

 

報告者  狛江市長 松原 俊雄   

 

専 決 処 分 書 

 

 特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので、地方自治法第179条第１項の規定により、

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。 

 

   令和７年３月31日 
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報告第 ２ 号別紙 

 

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

狛江市都市計画税条例（平成３年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

付 則 付 則 

１～２ （略） １～２ （略） 

（法附則第15条第36項の条例で定める割合） （法附則第15条第37項の条例で定める割合） 

３ 法附則第15条第36項に規定する市の条例で定める割合は、３

分の２とする。 

３ 法附則第15条第37項に規定する市の条例で定める割合は、３

分の２とする。 

（法附則第15条第37項の条例で定める割合） （法附則第15条第38項の条例で定める割合） 

４ 法附則第15条第37項に規定する市の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

４ 法附則第15条第38項に規定する市の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

（法附則第15条第41項の条例で定める割合） （法附則第15条第42項の条例で定める割合） 

５ 法附則第15条第41項に規定する市の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

５ 法附則第15条第42項に規定する市の条例で定める割合は、４

分の３とする。 

６～17 （略） ６～17 （略） 

18 法附則第15条第１項、第９項、第13項から第17項まで、第19

項、第20項、第24項、第27項、第31項から第33項まで、第36

項、第37項、第41項若しくは第44項、第15条の２第２項、第15

条の３又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に

限り、第２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第

33項又は法附則第15条から第15条の３まで若しくは第63条」と

する。 

18 法附則第15条第１項、第９項、第13項から第17項まで、第19

項、第20項、第24項、第27項、第31項から第34項まで、第37

項、第38項、第42項若しくは第45項、第15条の２第２項、第15

条の３又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に

限り、第２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第

33項又は法附則第15条から第15条の３まで若しくは第63条」と

する。 

19 （略） 19 （略） 

付 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の狛江市都市計画税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和６年度

分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）の施行に伴い、所要の改正を行うた

め。 
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報告第 ３ 号 

 

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和７年３月31日に次のとおり専決処分したので、同条第３項の規

定により、これを報告し、承認を求める。 

 

令和７年５月14日 

 

報告者  狛江市長 松原 俊雄   

 

専 決 処 分 書 

 

 特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので、地方自治法第179条第１項の規定により、

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。 

 

   令和７年３月31日 
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報告第 ３ 号別紙 

 

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

狛江市国民健康保険税条例（平成６年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が66万円を超える場合においては、基礎課税額

は、66万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が65万円を超える場合においては、基礎課税額

は、65万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が26万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、26万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額とする。ただし、当該合算額が24万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、24万円とする。 

４ （略） 

 

４ （略） 

 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第20条 次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が66万円を超える場合には、66万円）及び同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が26万円を超える場合には、26万円）並

びに同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を減

第20条 次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が65万円を超える場合には、65万円）及び同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が24万円を超える場合には、24万円）並

びに同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を減
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改 正 後 改 正 前 

額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える場合に

は、17万円）の合算額とする。 

額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える場合に

は、17万円）の合算額とする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属

する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち

給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人

につき30万５千円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属

する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち

給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人

につき29万５千円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属

する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち

給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人

につき56万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務

者（前２号に該当する者を除く。） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所

得金額の合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属

する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち

給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該

給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人

につき54万５千円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 
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２ この条例による改正後の狛江市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和

６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第119号）の施行に伴い、所要の

改正を行うため。 
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議案第 32 号 

 

令和７年度狛江市一般会計補正予算（第１号） 

 

上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和７年５月14日 

 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

 

 

提案理由 

一般会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議 案 第 ３２ 号 別 紙

令　和　７　年　度

狛　江　市　一　般　会　計　補　正　予　算 (第１号)
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　令和７年度狛江市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３４，８２４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

　歳入歳出それぞれ３６，３７６，８２４千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第一表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の変更は、「第二表　債務負担行為補正」による。

令和 ７ 年 ５ 月 １４ 日 提出

狛 江 市 長

松　原　　俊　雄

令和７年度狛江市一般会計補正予算（第１号）
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第一 算

1,351,963 1

補

,677 1,353,

正

640

歳

16. 都 支 出 金 6,4

　

54,676 17,6

　

59 6,472,33

入

5

１. 都 負 担 金 1,840,703 530 1,841,233

表

２. 都 補 助 金 4,276,103 16,829 4,292,932

３. 委 託 金 337,87

款

0 300 338,17

項

0

20

補

. 繰 越 金 100,00

正

0 15,488 115

前

,488

　

の

１. 繰 越 金 100,

額

000 15,488 1

(

15,488

千

歳 　 　 入 　 　 合

円

　 　 計 36,342,

)

000 34,824 3

補

6,376,824

歳

正

　　出

額

款 項 補正前の額(千

(

円) 補 正 額(千円) 計

　

千

(千円)

円

３. 民 生 費 18,7

)

21,126 18,4

計

49 18,739,5

(

75

１

千

. 社 会 福 祉 費 6,99

円

2,534 4,163

)

6,996,697

２. 児 童 福 祉 費 8,990,9

歳

26 12,658 9,003,584

３. 生 活 保 護 費 2,737,666 1,628 2,739

1

,294

5

７. 商 工 費 99,5

.

16 366 99,88

国

2

１.

庫

商 工 費 99,516 3

入

支

66 99,882

出

８. 土 木 費

金

2,043,628 1

7

3,189 2,056

,

,817

1

４. 都 市 計 画 費 1,

1

508,537 13,

9

189 1,521,7

,

26

1

3

0. 教 育 費 5,528

歳

1

,300 2,820 5

8

,531,120

1

１. 教 育 総

,

務 費 782,588 1

6

,500 784,08

7

8

５.

7

社 会 教 育 費 2,484

7

,736 1,320 2

,

,486,056

1

歳 　 　 出 　

出

2

　 合 　 　 計 36,34

0

2,000 34,82

,

4 36,376,82

9

4

95

予

２. 国 庫 補 助 金
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　　　第二表　債務負担行為補正

期　　　間 限　　　度　　　額 期　　　間 限　　　度　　　額

新 図 書 館 書 架 等 備 品 令和８年度 ２４５，０００千円

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後
事　　　　　　項
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狛　江　市　一　般　会　計　補　正　予　算 (第１号)

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
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１．

）

659 6,472,335

20. 繰 越 金 100,000 15,488 115,488

歳 入 合 計 36,342,000 34,824 36,376,824

　（歳　出）

総

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

款

款

特 定 財 源
一 般 財 源

国 支

補

出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ

正

の 他
千円 千円 千円 千円

前

千円 千円 千円 千円

の

３.

額

民 生 費 18,721,

補

126 18,449 1

　

正

8,739,575 1

額

,677 15,958

計

0 0 814

千

７. 商 工

円

費 99,516 366

千

99,882 0 183

円

0 0 183

千

８. 土 木

円

費 2,043,628 13,189 2,05

括

6,817 0 0 0 0 13,189

10. 教 育 費 5,528,30

1

0 2,820 5,53

5

1,120 0 1,50

.

0 0 0 1,320

国 庫

歳 出 合 計 36,342

支

,000 34,824

　

出

36,376,824

金

1,677 17,64

7

1 0 0 15,506

,119,31

（

8 1,677 7,12

歳

0,995

　

16. 都 支 出 金 6,

入

454,676 17,
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２．

5

398,389 １. 社

.

会 福 祉 費 1,677 ７

 

．生活困窮者就労準備

国

支援事業費等補助金

庫

国 庫 補

支

助 金 補 助 金

出

計 1,3

金

51,963 1,67

(

7 1,353,640

項

(款)　16. 都支

歳

)

出金

(項)　１. 都

　

負担金

２.

目 補正前の額 補 正 額

 

計
節

説 明
区 分 金 額

千円

国

千円 千円 千円 千円

庫

１. 民生

補

費都負担金 1,820

助

,105 530 1,8

金

20,635 ４. 障 が

　

い 者 530 ５．児童発達支援等利用者負担額軽減事業負担金

自立支援事業費

負 担 金

計 1,840,703 530 1,841,233

(項)　２. 都補助金

入

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説 明
区 分 金 額

千円 千円 千円 千円 千円

２. 民生費都補助金 1,941,230 15,446 1,956,

目

676 ５. 障 が い 者 3

補

,300 ６．児童発達

(

正

支援等利用者負担額軽

前

減事業事務費交付金

の

自立支

額

援事業費

補

補 助 金

2,97

正

0６

額

. 児 童 福 祉 費 12,1

計

46 23．高校生等医

節

療費助成事業補助金

9

説

,176

款

明

補 助 金 32．保育

区

所等物価高騰緊急対策

分

事業補助金

金

５. 商工費

額

都補助金 2,385 1

千

83 2,568 １. 商

円

工費補助金 183 １．

千

商店街チャレンジ戦略

円

支援事業費補助金

千

７.

)

円

教育費都補助金 398

千

,795 1,200 3

円

99,995 １. 教 育

千

総 務 費 1,200 20

円

．笑顔と学びの体験活動プロジェクト子供企画型補助金

補 助 金

計 4,276,103 16,

　

829 4,292,932

２. 民 生 費 39

1

6,712 1,677
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(項

を活用したこれからの学び推進事業委託金

委 託 金

計 337,870 300 338,170

(款)　20. 繰越金

(項)　１. 繰越金

目 補

)

正前の額 補 正 額 計
節

説 明
区 分 金 額

千円 千円 千円 千円 千円

１. 繰 越 金 100,000 15,488 115,488 １. 繰 越 金 15,488 １．前年度繰越金

目

計 1

補

00,000 15,4

　

正

88 115,488

(

前

款)　20. 繰越金

の額 補 正 額 計
節

説

３

明
区 分 金 額

千円 千円 千

.

円 千円 千円

 

５. 教育費委託

委

金 4,030 300 4

託

,330 １. 教 育 総 務

金

費 300 ４．デジタル

-25-



３．

．

債 そ の 他
千円 千円 千円

民

千円 千円 千円 千円 千円

生

千円 千円

費

１. 社

　

会 福 祉 2,027,7

　

91 4,163 2,0

（

31,954 863 3

項

,300

12. 委 託

）

料 4,163 3,

　

300

歳

１

総 務 費 3

．

,300 ２．一般事務

社

費

会

〔高齢障が

福

い課〕

3,300

祉費

委託料

　

   

　

 福祉総合システム改修委託

　

24．中国残留邦人生活支援事業

863863

〔福祉相談課〕

863委託料

出

    中国残留邦人生活支援シス 

    テム改修委託

計 6,992,534 4,163 6,996,697 863 3,300

（項）　２．

（

児童福祉費　　

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
説 明特 定 財 源

一 般 財 源
区 分 金 額

国 支

目

出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ

補

の 他
千円 千円 千円 千円

正

千円 千円 千円 千円 千円

款

前

千円

の

１. 児 童 福

額

祉 2,799,169

補

3,500 2,802

正

,669 3,500

額

12. 委 託 料 2,97

計

0 2,970

補 正

総 務 費 2,970 ２

額

．一般事務費

19.

）

の

扶 助 費 530

財

〔

源

子ども若者政策課〕

内

2,970

訳

委託

節

料

説

    福祉

明

総合システム改修委託

特

 

定

    （子

　

財

ども医療費助成）

源
一

530

般

5

財

30 ３．障がい児支援

源

事業

区

〔高齢障が

分

い課〕

530

金

扶

額

助費

３

国

    障

支

がい児通所等給付費

出 金

２. 児童措置費

都

4,519,968 9

支

,158 4,529,

出

126 9,158

金 地 方
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1 1

及び交付金

5

 

8

   保育所等物価高騰緊急対策 

 

9

   事業補助金

,1

計 8,990,

5

926 12,658 9

8

,003,584 12

8

,658

（項）　３．生活保護費　　

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
説 明特 定 財 源

一 般 財 源
区 分 金 額

国 支 出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円

.

千円 千円 千円 千円 千円 千円

１. 生 活 保

9

護 201,949 1,

,

628 203,577

1

814 814

12.

5

委 託 料 1,628

8

1,628

９

総 務

．

費 814 814 ２．一

負 保

般事務費

育

〔福

所

祉相談課〕

1,628

等児

委託料

童

 

運

   生活保護システ

営

ム改修委託

費

補

計 2,737,666

担

助

1,628 2,739

及

,294 814 814

び

（款）　７．商工費　　

（項）　１．商工費　　

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
説 明特 定 財 源

一 般 財 源
区

金

分 金 額
国 支 出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２. 商 工 業 28,27

〔

4 366 28,640

児

183 183

18.

童

負 担 金 、 366

育

、

成

振 興 費 ４．商店街チャ

課

レンジ戦略支援事 

補

〕

助 及 び 366

交 付

183 183    

金

 業費補助

交 付 金

9,

〔地域活性課〕

3

1

66

5

負担金、補

9

8

助及び交付金

    活性化事業補助金

計 99,516 366 99,882 183 183

（款）　７．商工費　（項）　１．商工費

,

負担金、補助

-27-



（款 　

円 千円 千円 千円 千円 千

（

円 千円 千円 千円 千円

項）

１. 都 市 計 画 32

　

8,816 13,18

４

9 342,005 13

．

,189

12. 委 託

都

料 13,189 1

市

3,189

計

総 務

）

画

費 13,189 ５．地

費

区計画関係費

　　

〔まちづくり推進課〕

13,189委託料

    旧第四小学校跡地利用に係 

　

    る都市計画検討業務委託

計 1,508,537 13,189 1,521,726 13,189

（款）　10．教育費　　

（項）　１．教育総務費　　

８

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
説 明特 定 財 源

一 般 財 源
区 分 金 額

国 支 出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

３

．

. 教育指導費 542,544 1,500 54

目

4,044 1,500

補

７. 報 償 費 350

正前

33．デジタルを

の

活用したこれから 

額

８. 旅 費 30 30

補

0

正

300    

土

額

 の学び推進事業

計

２. 普通旅費 30

補 正

〔指導室〕

10.

額

需 用 費 80 240

の 財

報償費

１. 消耗

源

品費 80

内

   

訳

 講師謝礼

12. 委

木

節

託 料 1,040 30

説 明

旅費

(30)

特 定

  普通旅費

財 源

    教員等出張

一

旅費

30

般

需用費

財

(30)

費

源

  消

区

耗品費

分

    

金

事業用消耗品

額
国 支

34．笑顔と学び

出

の体験活動プロジ 

金

1,200

都

1

　

支

,200     ェク

出

ト

金

〔指導室〕

1

地

10

方

報償費

債 そ

    講師謝礼

の 他
千
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5

   事前学習・発表会運営委託

計 782,588 1,500 784,088 1,500

（項）　５

需

．社会教育費　　

用費

(

目 補正前

0

5

の額 補 正 額 計

補 正 額 の

0

財 源 内 訳 節
説 明特 定 財

)

源
一 般 財 源

区 分 金 額
国 支 出 金 都 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１. 社 会 教 育 358,114 1,320 359,434 1,320

12. 委 託 料 1,320 1,320総 務 費 1,320 ６．学校開放

 

〔社会教

 

育課〕

1,320

消耗

委託料

品

   

費

 バスケットゴール更新工事 

    実施設計委託

計 2,484,736 1,320 2,486,056 1,320

    事業用消耗品

1,040委託料
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国都支出金 地 方 債 そ の 他

２４５，０００ 令和年８度まで 245,000 245,000

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書 (補  正)

令和６年度末までの支出額 令和８年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　定　　　財　　　源

新 図 書 館 書 架 等 備 品

事　　　　　　　　項 限　 度　 額
期　 間 金　 額 期　 間 金　 額 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円千円千円 千円 千円 千円 千円 千円千円千円千円
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議案第 33 号 

 

令和７年度狛江市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

上記の議案を別紙のとおり提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

 

 

提案理由 

下水道事業会計予算を補正する必要が生じたため。 
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議 案 第 ３３ 号 別 紙

令　和　７　年　度

狛 江 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 (第１号)
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令和７年度 狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）

（総則）

第１条 令和７年度狛江市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出の補正）

第２条 令和７年度狛江市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。なお、大規模下水道管路特別重点調査 55,000千円の財源に充てるため、企業債38,200千円を借り入れる。

（科目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第１款 下水道事業収益 1,434,734千円 16,800千円 1,451,534千円

第２項 営業外収益 242,116千円 16,800千円 258,916千円

支 出

第１款 下水道事業費用 1,301,945千円 55,000千円 1,356,945千円

第１項 営業費用 1,265,085千円 55,000千円 1,320,085千円

（企業債の補正）

第３条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

令和７年５月 14日提出

狛江市長 松原 俊雄

起債の目的 既決限度額 補正限度額 計

公共下水道債 174,200 千円 38,200 千円 212,400 千円

計 252,900 千円 38,200 千円 291,100 千円
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狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）に関する説明書
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既決予定額 補正予定額 計

1 下水道事業収益 1,434,734 16,800 1,451,534

2 営業外収益 242,116 16,800 258,916

3 国庫補助金 13,600 16,000 29,600

4 都補助金 4,242 800 5,042

既決予定額 補正予定額 計

1 下水道事業費用 1,301,945 55,000 1,356,945

1 営業費用 1,265,085 55,000 1,320,085

1 管渠費 737,173 55,000 792,173

令和７年度狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出
収　　　入

（単位：千円・税込）

款 項 目 備            考

支　　　出

（単位：千円・税込）

款 項 目 備            考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 64,579

　減価償却費 262,666

　賞与引当金の増減額（△は減少） 257

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 525

　受取利息及び配当金 △ 1

　長期前受金戻入 △ 224,271

　支払利息及び企業債取扱諸費 26,542

　未収金の増減額（△は増加） △ 72,894

　未払金の増減額（△は減少） 198,656

　その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　小計 256,059

　利息及び配当金の受取額 1

　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 26,542

　業務活動によるキャッシュ・フロー 229,518

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 282,361

　無形固定資産の取得による支出 △ 71,620

　国庫補助金等による収入 120,600

　一般会計等からの繰入金による収入 78,926

　負担金による収入 0

令和７年度狛江市下水道事業予定キャッシュ・フロー

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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　寄附金による収入 1

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 154,454

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良目的等企業債による収入 291,100

　建設改良目的等企業債の償還による支出 △ 223,768

　財務活動によるキャッシュ・フロー 67,332

　資金に係る換算差額 0

　資金増加額（又は減少額） 142,396

　資金期首残高 504,737

　資金期末残高 647,133
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（単位：千円） （単位：千円）

１ ３

イ 土 地 48,217 （１） 3,365,578

ロ 建 物 6,553 3,365,578

減 価 償 却 累 計 額 0 6,553

ハ 構 築 物 10,408,780 ４

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,348,597 9,060,183 （２） 217,836

ニ 機 械 及 び 装 置 170,055 （５） 650,723

減 価 償 却 累 計 額 △ 36,324 133,731 （９） 7,660

ホ 車 両 運 搬 具 50 （10） 900

減 価 償 却 累 計 額 0 50 877,119

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 82

減 価 償 却 累 計 額 △ 24 58 ５

チ 建 設 仮 勘 定 310,330 （１） 7,029,727

有 形 固 定 資 産 合 計 9,559,122 （２） △ 1,290,836

ニ 施 設 利 用 権 808,685 5,738,891

無 形 固 定 資 産 合 計 808,685 9,981,588

固 定 資 産 合 計 10,367,807

２　

（１） 現 金 預 金 647,133

（２） 未 収 金 285,350 ６ 932,470

貸 倒 引 当 金 △ 1,633 283,717

（８） 前 払 金 96 ７

流 動 資 産 合 計 930,946 （１）

資 産 合 計 11,298,753 イ 6,836

ロ 2,638

ニ 31,472

ホ 1

40,947

（２）

イ 267

ホ 343,481

343,748

384,695

1,317,165

11,298,753

  令和７年度予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資産の部 負債の部

固 定 資 産 固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 資 産

資本の部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

狛江市下水道事業会計については、令和２年度より地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）を適用し、地方公

営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 50 年

構築物 50 年

機械及び装置 10～30 年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ６年

(2)無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 45 年

２ 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

職員の退職手当は、退職手当組合負担金として計上しているため、退職手当に係る引当金の計上はしていない。

(2)賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。
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(3)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能額を計上している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ．予定貸借対照表等

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

令和７年度貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定

のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる金額は 2,629,509 千円である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

地方公営企業法施行規則（昭和 27 年総理府令第 73 号）第 55 条に規定するリース会計に係る特例を適用し、

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

２ 令和７年度の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 971,751 円

１年超 2,257,882 円

計 3,229,633 円
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Ⅳ．その他の注記

１ 賞与引当金の取崩し

令和７年度の予定（令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで）

令和７年度において、職員の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費として、賞与引当金及び法定福

利費引当金 7,815 千円を取り崩すこととしている。

Ⅴ．セグメント情報に関する注記

狛江市下水道事業会計は単一セグメントにより事業を行っているため記載を省略している。
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狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）に関する参考資料
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（単位：千円・税込）

1,434,734 16,800 1,451,534

242,116 16,800 258,916

13,600 16,000 29,600

1 国庫補助金 13,600 16,000 29,600 その他国庫補助金 16,000

4,242 800 5,042

1 都補助金 4,242 800 5,042 その他都補助金 800

収益的支出

（単位：千円・税込）

1,301,945 55,000 1,356,945

1,265,085 55,000 1,320,085

737,173 55,000 792,173

17 委託料 211,086 55,000 266,086 管渠清掃業務委託 △ 5,500

大規模下水道管路特別重点調査委託 52,200

重点調査に伴う産業廃棄物処理業務委託 8,300

令和７年度狛江市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画明細書
収益的収入

1　下水道事業収益

　2　　営業外収益

　　3　国庫補助金

　　4　都補助金

1　下水道事業費用

　1　営業費用

　　1　管渠費

款項目 節 既決予定額 補正予定額 計 説            明

款項目 節 既決予定額 補正予定額 計 説            明
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議案第 34 号 

 

狛江市公告式条例等の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市公告式条例等の一部を改正する条例 

 

 （狛江市公告式条例の一部改正） 

第１条 狛江市公告式条例（昭和25年条例第７号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（条例の公布） （条例の公布） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 条例の公布は、インターネットを利用して行う。ただし、市

長が必要と認めるときは、これに代えて、市役所前の掲示場に

掲示して行うものとする。 

 

２ 条例の公布は、市役所前の掲示場に掲示してこれを行う。 

 

（規則に関する準用） （規則に関する準用） 

第３条 市長の定める規則（以下「市規則」という。）を公表し

ようとするときは、公布又は公表の旨の全文、年月日及び市長

名を記入しなければならない。 

第３条 前条の規定は、規則にこれを準用する。 

２ 前条第２項の規定は、市規則について準用する。 

 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（規程の公表） （規程の公表） 

第４条 前条の規定は、市長の定める規程（市規則を除く。以下第４条 規則を除くほか市長の定める規程を公表しようとすると
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改 正 後 改 正 前 

「市規程」という。）について準用する。 きは、公布又は公表の旨の前文、年月日及び市長名を記入して

市長印を押さなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 第２条第２項の規定は、前項の規定にこれを準用する。 

 

（その他の規則及び規程の公表） （その他の規則及び規程の公表） 

第５条 第３条の規定は、市の機関の定める規則及び規程で公表

を要するものにこれを準用する。ただし同条中「市長」とある

のは「当該機関又は当該機関を代表する者」と、「市長名」と

あるのは「当該機関又は当該機関を代表する者の氏名」と読み

替えるものとする。 

第５条 第２条の規定は、市の機関の定める規則で公表を要する

ものにこれを準用する。ただし第２条中「市長」とあるのは

「当該機関又は当該機関を代表する者」と読み替えるものとす

る。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

２ 前条の規定は、市の機関の定める規程で公表を要するものに

これを準用する。ただし、同条第１項中「市長名」とあるのは

「当該機関名」と、「市長印」とあるのは「当該機関印」と読

み替えるものとする。 

 

第６条 市規則若しくは市規程又は市の機関の定める規則若しく

は規程は、それぞれ当該規則又は規程をもって特に施行期日を

定めることができる。 

 

第６条 規則又は市の機関の定める規則若しくは規程は、それぞ

れ当該規則又は規程をもって特に施行期日を定めることができ

る。 

 

（「財政事情」の作成及び公表に関する条例の一部改正） 

第２条 「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和23年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（公表の方法） （公表の方法） 

第４条 「財政事情」の公表は、狛江市公告式条例（昭和25年条

例第７号）の例による。 

 

第４条 「財政事情」の公表は、狛江市公告式条例（昭和25年条

例第７号）の定める掲示場に掲示してこれを行う。 

 

 （狛江市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 
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第３条 狛江市後期高齢者医療に関する条例（平成20年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（公示送達） （公示送達） 

第７条 法第112条の規定において準用する地方税法（昭和25年

法律第226号）第20条の２の規定による公示送達は、狛江市公

告式条例（昭和25年条例第７号）の例による。 

 

第７条 法第112条の規定において準用する地方税法（昭和25年

法律第226号）第20条の２の規定による公示送達は、狛江市公

告式条例（昭和25年条例第７号）第２条第２項に規定する掲示

場に掲示して行うものとする。 

 

   付 則 

この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 

提案理由 

 情報通信技術を活用した行政の推進のため、条例等の公布等についてインターネットによる公表を原則とすることに伴い、所要の

改正を行うため。 
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議案第 35 号 

 

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和34年条例第14号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

報酬額表 

  （単位：円） 

職名 区分 報酬額 

（略） 

災害医療コーディネーター 災害医療・薬事コ

ーディネーター運

営委員会１日当た

りの額 

12,600 

医療救護活動１日

当たりの額 

23,900 

報酬額表 

  （単位：円） 

職名 区分 報酬額 

（略） 

災害医療コーディネーター 災害医療・薬事コ

ーディネーター運

営委員会１日当た

りの額 

12,600 

医療救護活動１日

当たりの額 

23,200 
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改 正 後 改 正 前 

医療救護活動で１

日に３時間を超え

た 場 合 に あ っ て

は、その３時間を

超えた時間に対し

て活動１時間当た

りの額 

7,850 

合同訓練等参加１

日当たりの額 

20,000 

合同訓練等参加で

１日に３時間を超

えて参加した場合

にあっては、その

３時間を超えた時

間に対して参加１

時間当たりの額 

6,600 

災害薬事コーディネーター 災害医療・薬事コ

ーディネーター運

営委員会１日当た

りの額 

12,600 

医療救護活動又は

薬事活動１日当た

りの額 

17,300 

医療救護活動で１

日に３時間を超え

た 場 合 に あ っ て

は、その３時間を

超えた時間に対し

て活動１時間当た

りの額 

7,640 

合同訓練等参加１

日当たりの額 

19,400 

合同訓練等参加で

１日に３時間を超

えて参加した場合

にあっては、その

３時間を超えた時

間に対して参加１

時間当たりの額 

6,420 

災害薬事コーディネーター 災害医療・薬事コ

ーディネーター運

営委員会１日当た

りの額 

12,600 

医療救護活動又は

薬事活動１日当た

りの額 

16,800 
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改 正 後 改 正 前 

医療救護活動又は

薬事活動で１日に

３時間を超えた場

合にあっては、そ

の３時間を超えた

時間に対して活動

１時間当たりの額 

5,650 

合同訓練等参加１

日当たりの額 

14,600 

合同訓練等参加で

１日に３時間を超

えて参加した場合

にあっては、その

３時間を超えた時

間に対して参加１

時間当たりの額 

4,680 

（略） 
 

医療救護活動又は

薬事活動で１日に

３時間を超えた場

合にあっては、そ

の３時間を超えた

時間に対して活動

１時間当たりの額 

5,500 

合同訓練等参加１

日当たりの額 

14,200 

合同訓練等参加で

１日に３時間を超

えて参加した場合

にあっては、その

３時間を超えた時

間に対して参加１

時間当たりの額 

4,550 

（略） 
 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

 東京都及び公益社団法人東京都医師会の協定に基づく報酬額改定等に伴い、所要の改正を行うため。 
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議案第 36 号 

 

狛江市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

狛江市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成13年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（特別休暇） （特別休暇） 

第17条 任命権者は、職員が選挙権の行使、結婚、出産その他の

特別の事由により、勤務しないことが相当である場合における

休暇（以下「特別休暇」という。）として、公民権行使等休

暇、官公署出頭休暇、妊娠出産休暇、妊娠初期休暇、母子保健

健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加

休暇、子の看護休暇、健康管理休暇、慶弔休暇、永年勤続休

暇、事故休暇、骨髄提供等に係る休暇、夏季休暇、ボランティ

ア休暇、短期の介護休暇、不妊治療休暇、現住居の滅失等休

暇、出動困難休暇及び退勤途上休暇を承認するものとする。 

第17条 任命権者は、職員が選挙権の行使、結婚、出産その他の

特別の事由により、勤務しないことが相当である場合における

休暇（以下「特別休暇」という。）として、公民権行使等休

暇、官公署出頭休暇、妊娠出産休暇、妊娠初期休暇、母子保健

健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加

休暇、子の看護休暇、生理休暇、慶弔休暇、永年勤続休暇、事

故休暇、骨髄提供等に係る休暇、夏季休暇、ボランティア休

暇、短期の介護休暇、不妊治療休暇、現住居の滅失等休暇、出

動困難休暇及び退勤途上休暇を承認するものとする。 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（会計年度任用職員の特例） （会計年度任用職員の特例） 

第20条 会計年度任用職員にあっては、第16条に規定する病気休

暇で規則で定める当該休暇の期間のうち、10日を超えて取得す

第20条 会計年度任用職員にあっては、第16条から前条までに規

定する休暇（第17条に規定する公民権行使等休暇、官公署出頭
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改 正 後 改 正 前 

る部分及び第17条から前条までに規定する休暇（第17条に規定

する公民権行使等休暇、官公署出頭休暇、妊娠出産休暇、出産

支援休暇、育児参加休暇、慶弔休暇、事故休暇、夏季休暇、不

妊治療休暇、現住居の滅失等休暇、出勤困難休暇及び退勤途上

休暇を除く。）については、その勤務しない時間につき、狛江

市非常勤職員の報酬等に関する条例（令和元年条例第24号）第

２条第１項に規定する報酬の額から規則で定める勤務１時間当

たりの報酬額を乗じた額を減額する。 

 

休暇、妊娠出産休暇、出産支援休暇、育児参加休暇、慶弔休

暇、事故休暇、夏季休暇、不妊治療休暇、現住居の滅失等休

暇、出勤困難休暇及び退勤途上休暇を除く。）については、そ

の勤務しない時間につき、狛江市非常勤職員の報酬等に関する

条例（令和元年条例第24号）第２条第１項に規定する報酬の額

から規則で定める勤務１時間当たりの報酬額を乗じた額を減額

する。 

 

付 則 

１ この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、狛江市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第16条に規定する病気休暇を取得している者にあって

は、この条例の施行日から10日を超えて取得する部分について、この条例による改正後の狛江市職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例第20条の規定を適用するものとする。 

 

提案理由 

 会計年度任用職員の病気休暇の有給化等に伴い、所要の改正を行うため。 

-51-



議案第 37 号 

 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市税条例の一部を改正する条例 

 

狛江市税条例（平成３年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（公示送達） （公示送達） 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、公示事項（同条

第２項に規定する公示事項をいう。以下この条において同

じ。）を地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下

「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定する方法によ

り不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をと

るとともに、公示の方法については狛江市公告式条例（昭和25

年条例第７号）の例によるものとする。 

 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、狛江市公告式条

例（昭和25年条例第７号）第２条第２項に規定する掲示場に掲

示して行うものとする。 

 

（納税証明事項） （納税証明事項） 

第18条の３ 施行規則第１条の９第２号に規定する事項は、道路

運送車両法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定する

検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について天災その他や

むを得ない事由により種別割を滞納している場合においてその

旨とする。 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下

「施行規則」という。）第１条の９第２号に規定する事項は、

道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第59条第１項に規定

する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について天災その

他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合において
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改 正 後 改 正 前 

 その旨とする。 

 

（所得控除） （所得控除） 

第34条の２ 所得割の納税義務者が法第314条の２第１項各号の

いずれかに掲げる者に該当する場合には、同条第１項及び第３

項から第11項までの規定により雑損控除額、医療費控除額、社

会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり

親控除額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除

額、扶養控除額又は特定親族特別控除額を、前年の合計所得金

額が2,500万円以下である所得割の納税義務者については、同

条第２項、第６項及び第11項の規定により基礎控除額をそれぞ

れその者の前年の所得について算定した総所得金額、退職所得

金額又は山林所得金額から控除する。 

 

第34条の２ 所得割の納税義務者が法第314条の２第１項各号の

いずれかに掲げる者に該当する場合には、同条第１項及び第３

項から第11項までの規定により雑損控除額、医療費控除額、社

会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり

親控除額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額

又は扶養控除額を、前年の合計所得金額が2,500万円以下であ

る所得割の納税義務者については、同条第２項、第６項及び第

11項の規定により基礎控除額をそれぞれその者の前年の所得に

ついて算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額か

ら控除する。 

 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第

１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金を

支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額

（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対

象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特

例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」とい

う。）をその者の第34条の３及び前条の規定を適用した場合の

所得割の額から控除するものとする。この場合において、当該

控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該

所得割の額に相当する金額とする。 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第

１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若

しくは金銭を支出した場合には、同項に規定するところにより

控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除す

べき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。）をその者の第34条の３及び前条の規定を

適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合

において、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該

控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

(１)～(８) （略） (１)～(８) （略） 
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(９) 所得税法第78条第２項第４号に規定する公益信託の信託

財産とするために支出した当該公益信託に係る信託事務に関

連する寄附金 

(９) 所得税法第78条第３項に規定する特定公益信託の信託財

産とするために支出した金銭 

(10) （略） (10) （略） 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日まで

に、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提

出しなければならない。ただし、法第317条の６第１項又は第

４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を

提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の

所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかったもの

（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保

険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く。）、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控

除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務

者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る。）

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一

にする配偶者（前年の合計所得金額が95万円以下であるものに

限る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除

く。）、法第314条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは

特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第12号に規定する

特定親族をいう。第36条の３の２第１項第３号及び第36条の３

の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が85万円以

下であるものに限る。）に係るものを除く。）の控除又はこれ

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日まで

に、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提

出しなければならない。ただし、法第317条の６第１項又は第

４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を

提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の

所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかったもの

（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保

険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く。）、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控

除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務

者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る。）

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一

にする配偶者（前年の合計所得金額が95万円以下であるものに

限る。）で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除

く。）若しくは法第314条の２第４項に規定する扶養控除額の

控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第313条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第

９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第

34条の７第１項及び第２項の規定により控除すべき金額（以下
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らと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313

条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定す

る純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第34条の７第１

項及び第２項の規定により控除すべき金額（以下この条におい

て「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有し

なかった者」という。）及び第24条第２項に規定する者（施行

規則第２条の２第１項の表の上欄の(２)に掲げる者を除く。）

については、この限りでない。 

この条において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受け

ようとするものを除く。以下この条において「給与所得等以外

の所得を有しなかった者」という。）及び第24条第２項に規定

する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の(２)に掲げる

者を除く。）については、この限りでない。 

２～９ （略） 

 

２～９ （略） 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者（以下この条におい

て「給与所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当

該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年最

初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支

払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規

定する申告書を提出しなければならない者（以下この条におい

て「給与所得者」という。）で市内に住所を有するものは、当

該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年最

初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支

払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 扶養親族又は特定親族の氏名 (３) 扶養親族の氏名 

(４) （略） (４) （略） 

２～６ （略） 

 

２～６ （略） 

 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項
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に規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の

規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であって、特定配偶者（所

得割の納税義務者（合計所得金額が900万円以下であるものに

限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第53条

の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。）に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円

以下であるものに限る。）をいう。第２号において同じ。）又

は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族であって

退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族

（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が

85万円以下であるものに限る。）を有する者（以下この条にお

いて「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するも

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第203条の

６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において

「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の

支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払

者を経由して、市長に提出しなければならない。 

に規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等（所得税法第203条の７の

規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける者であって、特定配偶者（所

得割の納税義務者（合計所得金額が900万円以下であるものに

限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第53条

の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。）に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円

以下であるものに限る。）をいう。第２号において同じ。）又

は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族であって

退職手当等に係る所得を有する者に限る。）を有する者（以下

この条において「公的年金等受給者」という。）で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法

第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この

条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公

的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年

金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 扶養親族又は特定親族の氏名 (３) 扶養親族の氏名 

(４) （略） (４) （略） 

２～５ （略） 

 

２～５ （略） 

 

付 則 

 

付 則 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第40条第３項後段（同条

第６項から第10項まで及び第11項（同条第12項において準用す

る場合を含む。以下この条において同じ。）の規定によりみな

して適用する場合を含む。）の規定の適用を受けた同法第40条

第３項に規定する公益法人等（同条第６項から第11項までの規

定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法人を含

む。）を同条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみ

なして、令附則第３条の２の３で定めるところにより、これに

同項に規定する財産（同法第40条第６項から第11項までの規定

により特定贈与等に係る財産とみなされる資産を含む。）に係

る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市

民税の所得割を課する。 

付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (１) 第18条の改正規定（「第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行う」を「の例による」に改める部分に限る。）及び次条

第１項の規定 令和７年７月１日 

 (２) 第18条及び第18条の３の改正規定（第18条中「第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行う」を「の例による」に改める

部分を除く。）並びに次条第２項の規定 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第12号に掲げ

る規定の施行の日 

 (３) 第34条の７第１項の改正規定及び付則第４条の２を削る改正規定並びに付則第３条の規定 公益信託に関する法律（令和６

年法律第30号）の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の狛江市税条例（以下「新条例」という。）第18条の規定（「第２条第２項に規定する掲示場に掲示

して行う」を「の例による」に改める部分に限る。）は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、

同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

２ 新条例第18条の規定（「第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行う」を「の例による」に改める部分を除く。）は、前条第
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２号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用がある場合における新条例第34条

の７第１項第９号の規定の適用については、同号中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税法等の一部を改正する法律（令和６

年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第78

条第３項の規定により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 

第４条 新条例第34条の２及び第36条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和

７年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第36条の２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「特

定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条の３の２第１項第３号及び第36条の３の３第

１項において同じ。）（前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」とあるのは、「特定親族

特別控除額」とする。 

３ 新条例第36条の３の２第１項の規定は、付則第１条本文に掲げる規定の施行の日（以下「施行日」という。）以後に支払を受け

るべき新条例第36条の２第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例第36条の３の２第１項及び第３項の規定による申

告書について適用し、施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の狛江市税条例（以下「旧条例」という。）第36条の２

第１項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第36条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

４ 新条例第36条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和40年法律第33号）第203条の６第１項に

規定する公的年金等（同法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）につい

て提出する新条例第36条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提

出した旧条例第36条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

 

提案理由 

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）の公布等に伴い、所要の改正を行う

ため。 
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議案第 38 号 

 

狛江市放課後子ども教室の設置及び管理に関する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 

 

狛江市放課後子ども教室の設置及び管理に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、放課後、週末等に小学校施設等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を

得て、子どもたちとともに勉強、スポーツ、文化活動、地域住民との交流活動等の取組を実施することにより、子どもたちが地域

社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するため、放課後子ども教室を設置し、その管理及び運営に関し、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定に基づき、必要な事項を定めることを目的とする。 

（名称及び位置等） 

第２条 放課後子ども教室の名称及び位置は、別表及び規則に定めるとおりとする。 

２ 放課後子ども教室の愛称は、ＫｏＫｏＡとする。 

（運営） 

第３条 放課後子ども教室の運営に関する事項は、規則で定める。 

（実施主体） 

第４条 放課後子ども教室の実施主体は、狛江市（以下「市」という。）とする。ただし、事業の全部又は一部を市長が適切に運営

ができると認める者に委託することができる。 

（対象児童等） 

第５条 放課後子ども教室の利用対象となる児童は、放課後子ども教室事業を実施する小学校に在籍する児童又はその学区内に在住
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する児童とする。ただし、市長が特に必要と認める者については、この限りでない。 

２ 放課後子ども教室に参加しようとする児童の保護者は、規則に定めるところにより申込をし、利用者としての登録を受けなけれ

ばならない。 

３ 市長は、規則に定めるところにより、利用登録を取り消すことができる。 

（事業内容） 

第６条 放課後子ども教室は、次に掲げる事業を行う。 

(１) 学びの場を設け、予習・復習及び補習等の学習活動を行うこと。 

(２) 体験の場を設け、スポーツ及び文化活動等の体験活動を行うこと。 

(３) 交流の場を設け、地域住民や異なる年齢の児童との交流活動を行うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が児童の健全育成に関し必要と認めること。 

（放課後子ども教室の利用料） 

第７条 放課後子ども教室の利用料は、無料とする。ただし、イベント等の実施に伴う実費徴収をすることができる。 

（施設開放） 

第８条 市長は、規則で定める放課後子ども教室を実施しない日時において、別表に規定する施設を開放し、利用させることができ

る。 

２ 前項の規定により施設を利用しようとする者は、規則に定めるところにより、市長の承認を受けなければならない。 

３ 第１項に規定する施設開放による利用料は、無料とする。 

４ 市長は、規則で定めるところにより、施設開放の利用の承認を取り消すことができる。 

（委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年９月１日から施行する。ただし、第８条の規定は令和７年10月15日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行に際し必要な準備行為は、この条例の施行日前においても行うことができる。 
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別表（第２条関係） 

名称 位置 

緑野小学校放課後子ども教室 狛江市和泉本町四丁目３番７号 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定に基づき、狛江市放課後子ども教室の設置及び管理について必要な

事項を定めるため。 
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議案第 39 号 

 

道路の認定について 

 

道路の認定につき、下記道路調書のとおり議会の議決を求める。 

 

記 

 

 道路調書 

  

路 線 番 号 起   点 終   点 
幅 員 

（ｍ） 

延 長 

（ｍ） 

面 積 

（㎡） 

市道 

 第 553 号線 

駒井町二丁目 

387-22 番地先 

駒井町二丁目 

387-19 番地先 
4.85～5.00 82.87 453.45 

 

令和７年５月14日 

 

提出者  狛江市長 松原 俊雄   

 

提案理由 

道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議会の議決を求めるため。 
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議案第 40 号 

 

新図書館新築工事（建築工事）請負契約について 

 

 上記の議案について、下記のとおり契約を締結することにつき、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  新図書館新築工事（建築工事） 

２ 工 事 の 場 所  狛江市東和泉一丁目1937-１、1937-３（地番） 

３ 工 事 概 要   

＜新図書館＞ 

【建物概要】  敷地面積：585.73㎡ 

建築面積：409.61㎡ 

延床面積：1243.55㎡ 

構造規模：鉄筋コンクリート造 地下１階 地上３階 

 【主要諸室】  地下１階 閉架書庫  

地上１階 ラウンジ、イノベーションライブラリー、アートライブラリー、 

予約本コーナー、事務室、トイレ、授乳室 

     地上２階 一般開架、バックスペース、トイレ 

     地上３階 一般開架、多目的室、バックスペース 

４ 契 約 金 額  金 663,300,000円 

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 60,300,000円） 

５ 契 約 の 方 法  制限付一般競争入札 

６ 契約の相手方  東京都八王子市旭町１１番６号 

          （株）田中建設 

          代表取締役 田中 義照 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
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提案理由 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第３号）第２条の規定に基づき、議会の議決を求

めるため。 
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議案第 41 号 

 

新図書館新築工事（電気設備工事）請負契約について 

 

 上記の議案について、下記のとおり契約を締結することにつき、議会の議決を求める。 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  新図書館新築工事（電気設備工事） 

２ 工 事 の 場 所  狛江市東和泉一丁目1937-１、1937-３（地番） 

３ 工 事 概 要   

＜新図書館＞ 

【建物概要】  敷地面積：585.73㎡ 

建築面積：409.61㎡ 

延床面積：1243.55㎡ 

構造規模：鉄筋コンクリート造 地下１階 地上３階 

 【主要諸室】  地下１階 閉架書庫  

地上１階 ラウンジ、イノベーションライブラリー、アートライブラリー、 

予約本コーナー、事務室、トイレ、授乳室 

     地上２階 一般開架、バックスペース、トイレ 

     地上３階 一般開架、多目的室、バックスペース 

４ 契 約 金 額  金 149,413,000円 

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 13,583,000円） 

５ 契 約 の 方 法  制限付一般競争入札 

６ 契約の相手方  東京都狛江市東野川四丁目１３番６号 

          川合電気設備（株） 

          代表取締役 川合 義明 

 

令和７年５月14日 

提出者  狛江市長 松原 俊雄 
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提案理由 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第３号）第２条の規定に基づき、議会の議決を求

めるため。 
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